〈消費税廃止各界連〉

08年９月定例行動の宣伝用スポット例（08年９月19日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。

みなさん。総理大臣が麻生太郎氏に決まりました（24日）。麻生氏は、この間「貧困と格差」を広げてきた小泉「構造改革」について、そして消費税問題について、どういう態度を取ってきたでしょうか。
森内閣で経済閣僚、小泉内閣で総務省を務め、「規制の改革と地方分権を推進」してきたと誇っています。しかし、規制改革とは非正規雇用を増やし大企業の利益を増やすことでした。地方分権の名前で進めたのは地方交付税を減らして都市と地方の格差を広げることでした。「日本経済は全治３年」などといっていますが、まさに経済を悪くした責任を問われなければならないのが麻生氏ではないでしょうか。
税制についても、具体的に提案しているのは、大企業の設備投資や研究開発に関する減税と、「貯蓄から投資へ」との掛け声で個人資産を投資に振り向けさせようとする大金持ち優遇の証券優遇税制です。「消費税は、３年間は上げない」と言いますが、基礎年金など社会保障財源を口実にして税率を10％台にするという考えを、今年初めに（中央公論３月号で）発表しています。
日本経団連は「来年度税制改正への提言」を、総裁選中の９月16日に発表し、「経済の活性化」に必要だとして、法人税減税を主張しました。御手洗会長は、かつて「法人税減税の財源はどうするのか」と聞かれて、「消費税の引き上げでまかなう」と答えています（昨年２月の記者会見）。社会保障の財源が足りないとの口実で消費税を引き上げ、大企業・大金持ちへの減税に使うという路線、負担増はすべて弱者へ、弱者へとしわよせをしていく路線は、麻生首相も財界も同じだといわざるを得ません。
みなさん、「消費税は福祉のため」と言われますが本当でしょうか。消費税導入以来、今年３月末までに国民が支払った消費税は１８８兆円ですが、大企業の法人税などは１５９兆円も減収になりました。消費税が福祉のためではなく、大企業の減税の穴埋めに使われたことがはっきりと示されています。後期高齢者医療制度など最悪の医療制度をつくって社会保障を悪くしておきながら、いままた、「社会保障のため」といって消費税増税を言うのは、あまりにも国民をばかにした話ではないでしょうか。

みなさん。この間９年連続で給料が減るなど、国民の暮らしはますます厳しくなっています。非正規社員が増大し、年収２００万円以下の人は１０００万人を超えました。毎年２２００億円も社会保障予算を削るという冷酷な政府の福祉破壊により、国民のあちこちから悲鳴が上がっています。この上に、消費を冷やす最悪の大衆課税であり、逆進的で弱者に重く、中小企業の営業を破壊する、消費税を増税するのは、最悪の選択です。
みなさん。一方で、もうかったのは大企業です。資本金10億円以上の大企業は、２００６年に経常利益が総額32兆８千億円とバブル期を大きく上回り、過去最高となりましたが、納めた税金は横ばいです。これは法人税率を10％以上も引き下げているからです。株でもうける人にも税率を10％にまけてやる軽減税率を続けています。

いまやるべきは、大企業・大資産家に「もうけにふさわしい税金を負担させること」です。防衛予算やむだな道路建設の計画などにもメスを入れることも必要です。官僚と商社の癒着で水増しが明らかになった防衛予算は毎年約５兆円規模。アメリカいいなりに出し続けてきた「思いやり予算」は年間２０００億円、累計で５兆円以上にもなりました。法人税を消費税導入前の税率に戻せば、単純計算でも４兆円以上税収が増えます。見直すべきところを見直せば、財源は十分にあります。
いまこそ、「消費税増税ノー」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。消費税廃止各界連絡会がすすめている署名にご協力ください。
総選挙が間近です。「消費税増税」や「庶民増税」に反対する候補をたくさん国会に送り、庶民を応援する政治、国民本位の政治を進められる国会に変えていきましょう。私たち有権者の力で「増税勢力」に、国民の審判を下そうではありませんか。
